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一般乗用旅客自動車運送事業（東京都特別区・武三地区）の 1 
運賃組替えの事後検証に関する公共料金等専門調査会意見 2 

3 
令和２年 月 日 4 

消費者委員会公共料金等専門調査会 5 
6 

１．経緯 7 
東京都特別区・武三地区（武蔵野市・三鷹市）の一般乗用旅客自動車運送事業8 

（以下「タクシー」という。）の運賃については、平成29年１月より運賃組替え9 
による初乗り運賃の値下げ等1がなされた（以下「本運賃組替え」という。）。 10 
当時、それに先立ち、消費者庁より付議を受けていた消費者委員会は、公共料11 

金等専門調査会（以下「専門調査会」という。）で調査審議の上、専門調査会意12 
見2を踏まえ、平成28年12月６日に意見3を発出した。 13 
そして、本運賃組替えについては、物価問題に関する関係閣僚会議の決定4及14 

び消費者基本計画工程表5において、事業者の運送収入の状況や運賃の妥当性、15 
運賃組替えの手続等について、丁寧な事後検証を実施することとされていた。ま16 
た、上記専門調査会意見では、「公共料金等専門調査会は、検証に必要なデータ17 
等が整った段階で、国土交通省による対応状況等についてのヒアリングを含め、18 
運賃組替え後の状況の検証を行うこととしたい」としていた。 19 
そこで、専門調査会は、令和２年１月31日に国土交通省から、同年２月17日に20 

一般社団法人東京ハイヤー・タクシー協会（以下「協会」という。）から、それ21 
ぞれヒアリングを行い、その後も同年11月16日に国土交通省から追加のヒアリ22 
ングを行い、調査審議を行った。23 

24 
２．結論 25 
○ 専門調査会としての検証結果は、下記３．記載のとおりである。26 
○ 国土交通省において、下記３．で指摘する内容を踏まえて、適切に対応する27 

1 初乗り運賃の引下げと加算運賃の見直しにより、全体の運送収入が増加しない運賃にする

もの。その詳細は、第 59回公共料金等専門調査会（令和２年１月 31日）国土交通省提出資

料（資料４）１ページ、２ページ等を参照。 
2 消費者委員会公共料金等専門調査会「 一般乗用旅客自動車運送事業（東京都特別区・武

三地区）の運賃組替え案に関する公共料金等専門調査会意見」（平成 28年 12 月６日） 
3 消費者委員会「一般乗用旅客自動車運送事業（東京都特別区・武三地区）の運賃組替え案

に関する消費者委員会意見」（平成 28年 12 月６日） 
4 物価問題に関する関係閣僚会議「一般乗用旅客自動車運送事業（東京都特別区・武三地区）

の運賃組替えについて」（平成 28 年 12 月 20 日） 
5 消費者政策会議決定「消費者基本計画工程表」（令和元年７月 26 日改定）。事後検証の主

体は消費者庁、消費者委員会、国土交通省。 

資料２



（案） 

2 
 

ことを求める。 28 
○ 消費者庁において、国土交通省の対応状況を注視し、必要に応じて適切に対29 

応することを求める。 30 
 31 
３．専門調査会としての検証結果 32 
 国土交通省及び協会の説明・資料により確認された事実に基づく専門調査会33 
としての検証結果は以下のとおりである。 34 
 35 
（１）事業者の運送収入の状況、運賃の妥当性及び運賃組替えの手続について 36 

○ 本運賃組替えの実施当時、国土交通省において、本来の総括原価方式に37 
基づく査定は省略され6、簡略な方法で運送収入の増加がないことを試算38 
する手法が採られた。今回の事後検証においても、国土交通省からは、39 
上記の運賃組替えの性質を前提に、その後の実績値7に基づいた検証の結40 
果が示された。 41 

○ 上記国土交通省の検証結果の範囲においては、下記の内容が確認できた。 42 
・ 運送回数及び運送収入の試算の手法について、試算値と実績値との43 

間に差が生じたが、国土交通省においてその差は運送収入の平均的44 
な減少率と同程度との説明がなされたこと 45 

・ 組替え前後で全体の運送収入は増加していないこと 46 
・ 全体の事業コストが運送収入を下回るまでには低下していないこと 47 

○ もっとも、次のような課題が見られた。今後、国土交通省において、こ48 
れらの課題のほか、運賃・料金の柔軟化・多様化に向けた動き等を踏ま49 
えて、検証手法・試算手法の向上、その他の必要な対応が取られるべき50 
である。 51 
・ 事業者の運送収入の状況や運賃組替えの手続に関して、厳密な効果52 

検証や運賃水準・体系の更なる適正化の観点からは、距離帯別の試53 
算値と実績値の差やその要因をより丁寧に分析することが望まれる54 
こと 55 

・ 運賃の妥当性に関して、消費者利益の擁護・増進の観点からは、特56 
に、中長距離の利用のニーズが高い消費者の声やそのような消費者57 
への影響についての十分な把握と検証が必要であること 58 

・ 総括原価方式を前提にしながらも、前回の運賃改定時（平成19年）59 
                                                   
6 タクシー運賃の改定を行う場合、本来であれば、総括原価方式の考え方に基づき、原価の

精査を行った上で、適正な利潤を含めた総括原価と総収入が均衡することを確認するプロ

セスが必要となるが、今回は、収入増加を目的としない運賃組替えであるとして、これを省

略している。 
7 原価計算対象事業者や当該事業者の中から更に選定された事業者の数値に基づくもの。 
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から長期間原価の洗い替えがなされていないことにより、その後の60 
事業コストの状況との乖離が生じている可能性があり、これに対し61 
て対応が必要と考えられること 62 

○ 時間距離併用制運賃等の付随する運賃制度について、国土交通省におい63 
て、利用者や事業者等の意見等を踏まえ、必要に応じて見直すというこ64 
とであり、その際には、現代の交通事情に適合したものであるかという65 
観点を踏まえるべきである。 66 

○ 今後、運送収入の増加を図るための運賃・料金の改定に当たって、総括67 
原価方式により査定がなされる場合には、運賃水準をより適正なものと68 
する観点から厳密に査定することが必要である。将来的には、社会・経69 
済状況の変化や事業者の業態・経営の状況、消費者利益の一層の擁護・70 
増進、運賃設定の柔軟化・多様化に向けた動き等を踏まえ、運賃・料金71 
の改定時の運賃・料金の査定及び改定までのプロセスの在り方の向上を72 
図るための検討を行うことも必要である。 73 
 74 

（２）消費者への影響の配慮について 75 
○ 中長距離運賃の値上げに関して、高齢者や病院通院者など、利用のニー76 

ズが高い一方、経済的負担能力の乏しい消費者への影響にも配慮した措77 
置として、国土交通省において、相乗りタクシー、変動迎車料金及び定78 
額タクシーの本格運用に向けた取組や事前確定運賃の導入などがなさ79 
れている。また、配車アプリを活用している事業者の中で迎車料金を無80 
料にする取組がなされているということである。国土交通省において、81 
このような取組の一層の展開のために対応を進めるべきである。 82 

 83 
（３）運賃組替えに関する丁寧な周知について 84 

○ 国土交通省や事業者団体等において、本運賃組替えにあたり、消費者へ85 
の周知を図るための一定の取組がなされたことが認められた。また、運86 
賃設定に係る制度全般についての周知についても、国土交通省において87 
一定の取組がなされていることが認められた。国土交通省において、消88 
費者の更なる理解向上を図るため、より一層の取組が進められるべきで89 
ある。 90 

 91 
（４）サービス利便性の確保・向上について 92 

○ 以上で確認したもの以外にも、下記のような取組が進められていること93 
が確認された。これらの取組は消費者にとっての利便性や快適性を向上94 
させるものと評価できる。今後も、国土交通省において、サービス利便95 
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性の確保・向上に向けたより一層の対応が進められるべきである。 96 
・ タクシー利用待ち旅客の混雑が発生していたタクシー乗り場の改善 97 
・ 業務の繁閑に応じた勤務シフトや変形労働時間制等の検討 98 
・ 国内配車アプリの普及及び海外配車アプリと国内事業者との連携の99 

推進 100 
・ ユニバーサルデザインタクシーに関する国及び地方公共団体の補助101 

制度等の導入促進に向けた対応と事業者における拡充 102 
・ 優良タクシー乗り場の設置、優良事業者・運転者の評価制度 103 
・ 訪日外国人のニーズに対応するためのタクシー・ハイヤー利用の環104 

境づくり、言語・決済の不安解消、及び、関係機関・団体と連携し105 
たプロモーション活動等の取組とその推進 106 

・ 事業者団体等による訪日外国人対応研修・認定制度 107 
 108 

（５）消費者の意見の反映について 109 
○ 東京都特別区・武三交通圏タクシー準特定地域協議会における一定の取110 

組等が確認されたが、今後、国土交通省において、タクシーの利便性向111 
上に向けて、同協議会等の場において、消費者の意見を聴取し、より実112 
質的に反映させる仕組み・運用を更に充実させるなど一層の取組が進め113 
られるべきである。 114 

○ また、国土交通省において、例えばインターネットを利用したアンケー115 
ト調査の実施を検討するなど、中長距離の利用者や利用を控えた消費者116 
等の声が十分に把握されているか、運賃体系等への理解が真に得られて117 
いるかなどの点も含めて、より消費者の実態が把握され、必要な取組が118 
なされるように対応が進められるべきである。 119 

 120 
（６）持続可能な経営環境のための取組について 121 

○ 本運賃組替えの事業者の経営状況への影響について、本運賃組替えとの122 
関係は必ずしも明らかではないが、本運賃組替え後に経営状況の一定の123 
改善が見られた。なお、この間、国土交通省により新型コロナウイルス124 
感染症によるタクシー業界への影響調査が行われたところ、運送収入の125 
大幅な減少が確認されており、このような影響に対しては感染症対策、126 
事業継続支援及び需要喚起等の支援がなされている。国土交通省におい127 
て引き続き必要な対応がなされ、タクシー業界においても社会・経済状128 
況の変化に応じて柔軟な業態の変革等がなされることを期待したい。 129 

○ タクシーのサービスの質・安全性及びタクシー運転手の労働環境に関し130 
て、国土交通省において事業者の監視等を行っている状況が確認された。131 
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国土交通省は、引き続き、タクシーのサービスの質や安全性が低下する132 
ことや、タクシー運転手の賃金水準や勤務時間等の労働環境が悪化する133 
ことのないよう、継続的に事業者の監視を行い、必要に応じ対策を講じ134 
るべきである。 135 

○ さらに、国土交通省は、消費者の利益となるような、より柔軟な運賃設136 
定を事業者が工夫して行うことが可能となるよう、引き続き、運賃規制137 
全般について不断の見直しを続けるべきである。 138 

以上 139 


